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  ⇒資料（表 1） 
 
3． 戦後の今治タオルのあゆみ 
  ⇒資料（表 2、図 1～4） 
 
4． 地域産業研究の動向 
≪地域産業研究のキーとなる文献 2 冊≫ 
・ チャンドラー[2004]有賀裕子訳『組織は戦略に従う』ダイヤモンド社（A. D. 
Chandler Jr., Strategy and structure: chapters in the history of the 
industrial enterprise, Massachusetts Institute of Technology, 1962）。 
・ ピオリ＝セーブル[1993]山之内靖他訳『第二の産業分水嶺』筑摩書房（Piore, M. J. 
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図4 今治タオル工業の織機実台数（台）推移
図3-2 今治タオル工業の従業員数（人）推移
時代区分 経済全体
・財閥解体や農地改革、労働組合結成など経済民主化政策が遂行され、戦後復興がスタート。
・経済的には混乱。第二次大戦による損失（損失額が第一次大戦の5倍の1兆990億ドル、死亡者が7倍の5600万人）は
甚大で、戦争中の日銀銀行券の増発や戦後処理に必要な資金を日銀引受の赤字国債で賄われたため急激な通貨膨張とインフ
レを併発。結果、ドッジラインによってインフレを抑制し「安定恐慌」に突入。
・傾斜生産方式（1946－49）による石炭、鉄鋼超重点増産計画の実施。復興金融金庫から大量の融資がおこなわれイン
フレの一因となった。
・朝鮮戦争による特需により「安定恐慌」から脱出。
・実質経済成長率が平均10％を達成（民間設備投資の増大、高い貯蓄率、旺盛な消費）し、アメリカに次ぐ世界第二の経
済大国へ。
・「三種の神器（テレビ、洗濯機、冷蔵庫）」「3C（カー、クーラー、カラーテレビ）」に象徴される消費社会へ。
・大阪万博後から景気後退の兆し。1970年から公定歩合の引下げ、公共支出の促進が企図されたが景気は回復せず。
・ニクソンショックによるブレトンウッズ体制の崩壊。
・第一次石油危機を契機として低成長期へ突入。実質経済成長率はこの間約4％となり、石油危機後は戦後初のマイナスを
記録。
・日本、アメリカ、西ヨーロッパ諸国において不況のもとでのインフレがおこり、そこに石油価格の高騰が加わってトリレ
ンマとなり初のサミット開催。
・設備の近代化による合理化路線から商品開発を中心とした知識集約型へシフト。
・プラザ合意による急速な円高で公定歩合がかつてない低水準へ引下げられ、バブル経済を誘発。
・「小さな政府」を目指し、社会保障の削減や国営企業の民営化進む。
・1989年から金融引締に転じ、バブル経済が崩壊し、「失われた10年」を経験。
・1995年に1ドル＝80円を突破し、日本経済はデフレに。
・1997年に銀行危機に直面し、三洋証券、北海道拓殖銀行、山一證券、日本長期信用銀行などが破綻、1997年にはア
ジア通貨危機による輸出低迷で翌年マイナス成長を記録。
・2001年小泉内閣の発足で「小さな政府」を目指し市場原理を導入。不良債権の処理や郵政民営化を断行。
・2008年リーマンショックで世界的不況。
表2　戦後日本における経済・繊維産業・今治タオル工業の概況
戦後復興期
（1945-
1954）
高度成長期
（1955－
1973）
安定成長期
（1974－
1990）
バブル経済
崩壊から現
在（1991
－）
＊　繊維産業とは、綿花、羊毛、絹、麻などの天然繊維やその他化学繊維に係わる関連産業の総称。紡糸、製糸、紡績、織布、染色、縫製など幅広い工
業がある。
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時代区分 繊維産業＊
・明治期から戦後にかけて日本経済発展を牽引し、戦後復興期においても外貨獲得の面で日本経済をサポート。
・1946年から1949年の傾斜生産方式により石炭業および鉄鋼業に重点が置かれるなかで、繊維産業は輸出産業として
外貨獲得を実現し日本経済の復興に大きく貢献。
・革新織機や編機、撚糸機、染色機、ミシンなど高い技術の機械が設置され、世界でもトップクラスとなる。
・1980年代になると東アジア諸国の繊維産業が急速に発展し、1985年のプラザ合意の円高によって輸入が増加、大幅
な内需への展開を余儀なくされた。
・国内縫製業の中国や東南アジア諸国への工場移転が増加し、1995年の円高によって特に韓国や香港から衣料品輸入が急
増。
・2000年に入ると、中国の繊維産業が設備を拡大したため、国内の繊維産業では企業の倒産を招来。
・1990年代末以降の各企業による生産特化、多品種・小ロット生産など生き残り対策が実施され、高付加価値商品の開発
が進んだことによりグローバル競争の中である程度効果を発揮。
安定長期
（1975－
1992）
戦後復興期
（1945-
1954）
高度成長期
（1955-
1974）
・繊維産業全体としては1970年代前半にピークを迎え、産地別に繊維産業が発展。綿織物（別珍やコールテン、デニムな
ど種類は多数）は兵庫、大阪、岡山、愛知、静岡など、タオルは今治、泉州など、毛織物は尾州や泉州など、絹織物は京
都、北陸、新潟などを主要産地として成長。
名称 学名 特徴
表0　綿花（Cotton）の種類
時代区分 今治タオル工業
・今治空襲によりほぼゼロからのスタートを切る（残存企業は9企業、織機台数275台）。
・「今治タオル輸出協同組合」を設立し広幅タオルを武器に輸出市場を開拓。全国のタオル輸出のうち8割を今治タオルが
独占。
・糸へん景気と設備制限撤廃によってタオル織機が急増し、1954年にはタオル業界における需給調整が開始される。
・タオルケットのブームにも押され、今治タオルの生産量が泉州を抜いて日本一となる。
・1960年から1965年において企業数と織機実台数が急増。
・自動織機の普及によって製織工程における効率化が進む一方で、従業員数はピークとなる。製織工程以外でも合理化が進
む。
・革新織機の開発。
・若者の労働不足問題が顕在化。
・ブランドタオルが大ブームとなり、問屋依存型の体質が徐々に形成される。
・タオルケットの流行がここにきて頭打ちとなり、代わってタオルの多様化および高級化が進行。
・円高対策として大手タオルメーカーが海外進出。
・1976年に企業数が500社を超えピークとなる。
・1991年に生産量のピークを迎える。
・バブル経済崩壊とともにブランドタオルの売行きが悪化、生産量も減少。
・革新織機の普及による合理化がさらに進む。
・中国などアジア諸国からのタオル輸入が増加し、2007年には輸入浸透率が8割を超える。
・2002年に企業数が200社を下回る。
・2004年にセーフガードが見送られたが、2006年から「今治タオルプロジェクト」（JAPANブランド育成支援事業）
がスタートし、起死回生に向けてさまざまな活動が実施される。
戦後復興と
タオル生産
定着期
（1945-
1959）
広幅タオル
好調による
成長期
（1960－
1972）
ブランドタ
オル隆盛期
（1973－
1991）
受難の時期
（1992－
現在）
アジア綿花 Gossypium Arboreum
短繊維の綿花。現在ではおもにインドやパキ
スタンで商業生産されており、多くは脱脂綿
などに使用される。
陸地綿花 Gossypium Hirsutum
中繊維の綿花。アップランド綿花ともいう。
アメリカで多く産出され、現在商業用として
世界で栽培されている9割がこの種類。
海島綿花 Gossypium Barbadence
長・超長繊維の綿花。シーアイランド綿花と
もいう。もっとも高級とされ、おもにエジプ
トなどで栽培されている。
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